
                               議案第 44 号  

 

 

   平成 26 年度立川市一般会計補正予算（第３号）  

  

 

 上記の議案を提出する。  

 

 

  平成 26 年５月 20 日  

 

 

            提出者   立川市長  清  水  庄  平  

 

 

 理由  

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 218 条第１項の規定による。  



平成 26年度立川市一般会計補正予算(第３号) 

 

平成 26年度立川市の一般会計の補正予算（第３号）は，次に定めるところによる。 

(歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 932,705 千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ

れぞれ 73,658,720千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１

表歳入歳出予算補正」による。 

    (地方債の補正) 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起 

債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第２表地方債補正」による。 
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第 ２ 表　地 方 債 補 正

　　　 （追加） (単位：千円)

起　債　の　目　的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　　率 償 還 の 方 法

　民生債  証書借入又は証  5.0%以内  借り入れの時から

　　富士見福祉作業所建替事業 2,000  券発行  ただし，利  すえ置きを含み，

 率見直し方  ３０年以内に償還

 式で借り入  する。

 事業進捗，市財  れる政府資  ただし，市財政そ

 政その他の都合  金及び地方  の他の都合により

 により起債の全  公共団体金  すえ置き期間及び

 部又は一部を翌  融機構資金  償還期限を短縮し

 年度へ繰越し借  について，  若しくは繰上償還

 り入れることが  利率の見直  又は低利債に借り

 できる。  しを行った  換えすることがで

 後において  きる。

 は，当該見

 直し後の利

 率を適用す

 る。

　　　 （変更）

限 度 額 起 債 の 方 法 利　　率 償 還 の 方 法

　教育債  証書借入又は証  5.0%以内  借り入れの時から

　　第一小学校建替事業 1,724,800  券発行  ただし，利  すえ置きを含み，

 率見直し方  ３０年以内に償還

 式で借り入  する。

 事業進捗，市財  れる政府資  ただし，市財政そ

 政その他の都合  金及び地方  の他の都合により

 により起債の全  公共団体金  すえ置き期間及び

 部又は一部を翌  融機構資金  償還期限を短縮し

 年度へ繰越し借  について，  若しくは繰上償還

 り入れることが  利率の見直  又は低利債に借り

 できる。  しを行った  換えすることがで

 後において  きる。

 は，当該見

 直し後の利

 率を適用す

 る。

起 　債 　の　 目　 的

補　　　　　　　　　正　　　　　　　　　前
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(単位：千円)

限 度 額 起 債 の 方 法 利　　　率 償 還 の 方 法

 証書借入又は証  5.0%以内  借り入れの時から

2,563,100  券発行  ただし，利  すえ置きを含み，

 率見直し方  ３０年以内に償還

 式で借り入  する。

 事業進捗，市財  れる政府資  ただし，市財政そ

 政その他の都合  金及び地方  の他の都合により

 により起債の全  公共団体金  すえ置き期間及び

 部又は一部を翌  融機構資金  償還期限を短縮し

 年度へ繰越し借  について，  若しくは繰上償還

 り入れることが  利率の見直  又は低利債に借り

 できる。  しを行った  換えすることがで

 後において  きる。

 は，当該見

 直し後の利

 率を適用す

 る。

補　　　　　　　　　正　　　　　　　　　後
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平成 26年度立川市一般会計補正予算 

事 項 別 明 細 書 ( 第 ３ 号 )  
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説
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借 入 額 繰 越 分

普 通 債 15,513,679 3,112,300 169,100 18,795,079

(1) 総 務 3,015,783 1,551,700 10,100 4,577,583

(2) 民 生 817,560 163,500 40,100 1,021,160

(3) 衛 生 118,410 64,700 183,110

(4) 農 林 11,590 11,590

(5) 土 木 6,744,526 608,000 11,400 7,363,926

(6) 公 営 住 宅 472,422 69,200 541,622

(7) 消 防 66,930 34,500 12,000 113,430

(8) 教 育 4,197,338 620,700 95,500 4,913,538

(9) 減 収 補 て ん 69,120 69,120

そ の 他 13,253,043 13,253,043

(1) 減 税 補 て ん 2,499,649 2,499,649

(2) 臨 時 税 収 補 て ん 300,275 300,275

(3) 臨 時 財 政 対 策 10,139,319 10,139,319

(4) 減収補てん(特例分) 313,800 313,800

28,766,722 3,112,300 169,100 32,048,122

繰越分については，事業終了後，平成26年度内に借入予定。

 1

 2

合　　　　　　　　計

地　方　債　の　当　該　年　度　末

区　　　　　　　　分

現　　　　　　　　在　　　　　　　　高

前　年　度　末
現    在    高

平　成　25　年　度　債
計
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区　　　　　　　　分

 

1
3,964,600 840,300 4,804,900 2,228,810 21,371,169

658,590 3,918,993

76,500 2,000 78,500 133,109 966,551

15,098 168,012

1,419 10,171

625,600 625,600 1,031,641 6,957,885

149,400 149,400 62,097 628,925

16,300 16,300 14,110 115,620

3,096,800 838,300 3,935,100 296,586 8,552,052

16,160 52,960

1,955,032 11,298,011

501,252 1,998,397

81,587 218,688

1,319,893 8,819,426

52,300 261,500

3,964,600 840,300 4,804,900 4,183,842 32,669,180

現　在　高　見　込　額　補　正　調　書

（単位：千円）

当   該   年   度   中   増   減   見   込
当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

補正前の額 補　　正　　額 補正後の額
当該年度中元金
償 還 見 込 額
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